

































































































































































































































































































































































ている（ＳＯｌｏｍｏｎFabricant, The Trend of Government Activityin the United
States since 1900, New York, 1952, p. 27.)"。
　このような学問的・現実的背景の変化をもとに，ピグーやコルムの経費
分類論は，経費支出のもつ資本主義的経済体制保持の役割を考察するにあ
たっての，一つの有力な学問的基礎を提供することにもなったのである。
－208（15）－
　2）消耗的・資本的・移転的経費
　一方，1930年代以降には，経常的経費と資本的経費といった，別の経費
の経済カテゴリー別分類論も台頭してきた。
　この分類論の台頭は，当時の予算制度改革論における，経常予算と資本
予算の並存という，いわゆる複式予算制度の提案と関連してのことであろ
う。
　そして，この経費分類論と，前述したピグーとコルムの分類論とを統合
する形で，経費の経済カテゴリー別三分類論が，やがて登場するはこびと
なるのである。すなわち，
　ピグーの非移転的経費（彼の著作の初版の表現でいえば,実質的ないし消耗的
経費real or exhaustiveexpenditure)を，さらに資本的な部分と経常的な部分
とに再分類する。これにもとづいて，消耗的・資本的・移転的経費とい
う，経費の経済カテゴリー別三分類論ができあがるわけである。
　前述したピーコック＝ワイズマンの著作，1961年では，このシェーマを
それぞれ
　　経常的財とサービス（のための経費）
　　資本的財とサービス（のための経費）
　　移転支払いと補助金（のための経費）
という名称で使用している（たとえば，前掲書，75ページの図を参照）。
　この経費の経済カテゴリー別三分類論は，現経済体制下における公共経
費支出の，経済（政策）的機能を明らかにするのに，きわめて便利なもので
ある。それゆえ，今日の現実的経費分析論の出発点となりうるものであろ
う。
　すなわち，この経費三分類論では，もちろん，移転的経費と資本的経費
とが，とくに重要な社会政策的・経済政策的意味をもつ。両経費種類は，
ともに現資本主義体制全般を内側から支える，二大有力政策遂行のための
経費である，ともいえるからである。
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　すなわち，公共投資（資本的経費）は，これによる直接的，並びに波及的
需要増加などにともなう，生産の増大をとおしての，景気回復と経済成長
への効果との関連から注目される。そして，補助金や扶助金など（移転的経
費）は，これのもつ所得再分配，景気回復，資本主義的社会・経済の安定
化，などへの機能を認識させるであろう。かくして，この経賢三分類論
は，以上二つの経費カテゴリーのもつ，社会政策的・経済政策的目標遂行
上の重要性を，認識させるための出発点となりうるのである。
　　〔日本における経済カテゴリー別経費分類の利用〕
　一般に経費の経済カテゴリー別分類は，純粋な形では，予算制度を構成
するものとして，公的な形で使用されることは少ないであろう。
　しかし，この分類は，たとえば予算の編成や，中期財政計画の策定にあ
たっての，出発点として利用されることもある。また，当局による財政の
公的解説に利用されることもある。
　前者の例として日本のケースをあげておこう。　日本では年々の予算編成
にあたり，まず，年々いわゆる「概算要求基準」を作成する（平成７年度予
算案のそれは平成６年７月29日閣議了承）。その経背面は，おおむね次の形式
をもっているのが通常である。
　（1.国債費）
　（2.地方交付税交付金）
　3.一般歳出
公共投資重点化枠　3,000億円
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　1，2の経費種類は，国家財政を中心に考えると，移転的経費カテゴリー
に属するものである。しかも，これらのものの金額は，政策的考慮の余地
なしに，いわば財政の現実が金額を決定してしまう，義務的経費なのであ
る。それゆえ，これらカテゴリーの経費の額については，要求基準を予め
設ける必要はない。
　したがって「概算要求基準」の原則設定で問題になるのは，いわゆる一
般歳出分についてである。前掲基準を表面的に見ると，連年予算規模はわ
ずかでも小さくなりそうに見えるが，現実はそうではない。たとえば，人
件費などの例外事項経費や，生活保護費など削減対象除外経費は，マイ
ナース10％の枠に入れる必要がない，といった事情などがあるからであ
る。
　わが国の中期財政計画，いわゆる「財政の中期展望」も，その歳出側面
の策定にあたっては，いま述べた「概算要求基準」とほぼ同じ手法の，経
済カテゴリー別分類のシェーマにもとづいて，おこなわれている。
　　〔本節の結び〕
　経費分析の作業は，経費の分類からはじまる。そして経費の分類は，国
民経済における国家の地位と機能とが，重要かつ多面的なものとなるにつ
れて，その新たなる分類基準を，次ぎ次ぎにうみだしてきた。別の言葉で
いえば，資本主義体制の発展にともなう，国家や国家財政の役割の多様化
や重点の変化が，経費の新しい分類基準や，これにもとづく経費の分類，
分析の試みを展開させてきたのである。
　われわれは，これをその最初の出現の時期に応じて，順次
　1.行政的・財務行政的基準による分類と分析
　2.職能別基準による分類と分析
　3.経済カテゴリー別基準による分類と分析
の三つに総括した。そして，それぞれの基準にもとづく経費の分類ないし
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分析を;１，２の代表的なものに限って，その学説と実際とを例示したので
ある。
　経費の分類方式の数が増加するにつれて，経費分析は豊かに，かつ多面
的となった。新しい分類基準による経費の分類と分析とは，旧い基準によ
る分類と分析の成果をも吸収しつつ，発展してゆくからである1)。
　このようにして，経費分析は資本主義の現段階にますます適合した，有
意義なものになってゆくのである。
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